子育て支援事業実施計画書

	実施する事業名
	

	子育て支援事業の分類※１（該当するものに○印）
	就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則第２条各号に掲げる事業のうち、以下に該当します。
第１号  ・  第２号  ・  第３号  ・  第４号  ・  第５号 

	事業の内容
	

	実施日数及び実施時間
	

	事前申込の有無
（有：申込方法等を記載）
	

	職員配置
	

	利用者負担
	

	周知方法
	

	市町村の意見
	

	そ　の　他
	





※１　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則第２条各号に掲げる事業

	
	子育て支援事業
	要件
	事業例
要件を満たした事業で知事が認めたもの（以下、既存事業例列記）

	第１号に掲げる事業
	地域の子ども及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設する等により、当該子どもの養育に関する各般の問題につき、その保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他必要な援助を行う事業
	○１週間につき３日以上実施すること。
○原則として、第４号に掲げる事業を併せて実施すること。
○利用を希望するときに利用することができる体制が確保されていること。
	• 地域開放事業（県:地域開放推進費補助事業）のうち要件を満たしたもの
•地域子育て支援拠点事業（こども家庭庁:地域子ども•子育て支援事業）のうち要件に該当する事業

	第２号に掲げる事業
	地域の家庭において、当該家庭の子どもの養育に関する各般の問題につき、その保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他必要な援助を行う事業
	○すべての開園日において実施すること （利用を希望するときに利用することができる体制が確保されていること）。
○原則として、第４号に掲げる事業を併せて実施すること。
	•乳児家庭全戸訪問事業（こども家庭庁:地域子ども•子育て支援事業） 
•養育支援訪問事業(こども家庭庁:地域子ども•子育て支援事業)

	第３号に掲げる事業
	保護者の疾病その他の理由により、家庭において保育されることが一時的に困難となった地域の子どもにつき、認定こども園又はその家庭において保育を行う事業
	○すべての開園日において実施すること（利用を希望するときに利用することができる体制が確保されていること）。
	•一時預かり事業（こども家庭庁:地域子ども•子育て支援事業。ただし、在園児のみの場合を除く）

	第４号に掲げる事業
	地域の子どもの養育に関する援助を受けることを希望する保護者と当該援助を行うことを希望する民間の団体又は個人との連絡及び調整を行う事業
	
	•地域子育て支援拠点事業（こども家庭庁:地域子ども•子育て支援事業）のうち左記に該当する事業

	第５号に掲げる事業
	地域の子どもの養育に関する援助を行う民間の団体又は個人に対する必要な情報の提供及び助言を行う事業
	
	•地域子育て支援拠点事業（こども家庭庁:地域子ども•子育て支援事業）のうち左記に該当する事業






 (
　一事業につき１枚提出
する必要があります。
)
子育て支援事業実施計画書（記入例）

	実施する事業名
	園開放事業

	子育て支援事業の分類※１（該当するものに○印）
	就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則第２条各号に掲げる事業のうち、以下に該当します。
 第１号 　・　第２号　・　第３号　・　第４号　・　第５号

	事業の内容
	・未就園児とその保護者を対象とする。
・育児相談や○○などを通じて、〇〇することによって、保護者の子育ての不安や悩みを解消する。
・来園する親子同士で、話をしたり、関わりが持てるよう配置職員が仲立ちをしたり、定期的に〇〇や○○等のイベントを開催し、子育て家庭同士の交流を図る。
 (
事業
を通じて
、
どのようなことを目指すのか
などをあわせて記載
して
ください。
)



	実施日数及び実施時間
	・実施日数：週３日（平日の月・水・金）
・実施時間：１０時～１２時

	事前申込の有無
（有：申込方法等を記載）
	・事前申込必要（電話で○日前までに申込）

	職員配置
	・副園長１名及び非常勤職員（保育士）２名で対応する

	利用者負担
	・無料

	周知方法
	・園ホームページに掲載する
・園舎玄関等にチラシを掲示する

	市町村の意見
	 (
市町村から意見がある場合は、併せて記載してください。
)・○○市（町村）とこの内容で合意している

	そ　の　他
	



